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:東郡 文 學 経i齊 岸 會
経済論 叢(京 都大 学)第146巻第1号,1990年7月
A.セン潜 在能 力 の経済学 とケ インズ革命
一 経済行動における 「制御可能なもの」 と 「制御
不可能なもの」 との調整過程 を中心として一
池 上 惇
亘 はじめ に一A.セ ンの福祉概念 と機能 アプ ローチ
アマル テ ィア ・セ ンが厚生経済学 のなかに 「財 とそ の潜在 能 力」 の問題 を提
起 したのは経済学 の方法論 におけ る一種 の革命 で あった。彼は財 の所有,あ る
いは購入 とその財 の効用 や使 用価値 の享受 とのあいだ に明確 な一線 を引 き.市
場 におけ る選択行動 が最 も合理的 に行 なわれ た と仮定 して も,そ れ に よる資 源
の最適配分 を直 ちに福祉の実現 である と看做 すには余 りに も無理が あ りす ぎる.
と考 える1,。
周知 のよ うに1938年にP.A.サ ミュエル ソンは顕示 選好学派 の出発点 とされ
る研究 において 「効用 は選 択の実数値表 現 である」 とい う命題 を確立 して きた。
この命題 はセ ンに よれ ば二 つの点 で問題 を含んでい る。
まず第1に この命題は選択 にあた ワての動機 を問題 にで きない。 しか しセソ
によれば 「選 択 に内在 す る二項 関係 がひ との福祉 を反映す る もの とみ なせ るか
どうか とい う判 断は,選 択 の背後 にあ.る動機 に依存せ ざ るをえない6」2)ので あ
って,選 択 の背後 にあ る動機 は個人的で私的 な福祉へ の関心.つ ま り個人 の消
費欲 求の充足 とい う場 合 もあれば,他 人へ の義務 を考慮 した社会的 な福祉 への
関心であ ること もあ る。従 って選択が その人 自身 の福祉 の充足 にあた って優 先





第2は 福祉 の個人 間比較 についてであ る。あ る個 人は他人 にな りか わって選
択 を行 な うとか,他 の時 代や年 齢 を生 きるとい う選択 を行 な うこ とは できない。
したが って効用 を選択す る個 人の行動 を相 互に比較す.ることは,こ の方法 によ
る限 り不可能 である。 「個人 間比 較を容易 に許 さな いよ うなアプ ローチは,福
祉概念 を実体化 する うえで きわめて不 備 な ものだ とい うべきであ る。」3)
センによれば従来,効 用ア プローチ と呼ばれて きた方法論 は大 きな欠点 を も
つ。それは福祉 を 「人 間の精 神活 動の一部 であ る個人の欲求充足 への動 き」 で
あ ると とらえるに止 ま ってい る。欲求の充足は確か に福祉 の指標 として重 要で
あ るが,そ の欲 求充 足が どの ような物的条件 と関係 しているかを問わなけれぼ,
それがその ひとの生 きかたの なか で,ど の よ うにそのひ との人間 としての 「い
ぎがい」 につなが ったのかは解明 できない。市 場 において財 を選 択す る機 会が,
選 択に よって手 に入れた財 を享受 しうる人 間の能力 と結 合されては じめて福祉
の充実 につ いて語 り得 るのではないのか。 これ は効 用ア プ ローチ にお ける 「物
理 的条件の無視」 と呼ばれ るべ きであ る4)。
さらに,効 用 アブ μ一チは,人 間の行動 の動機 や個人間比較 を無視 した結果
と して欲求充足 が 「ある種 の生 きかたを他 の生 きかた と比較 して評価 しよ うと
す る知的活動」 と密接 に関係 している とい う問題 を無視 して いる,と セ ンは考
える。 これ を彼 は 「評価 の無 視」 と呼ぶ0㌔
セ ンは 自らのア プローチ を 「機 能ア プ ローチ」 と名付 けて,こ の方法 は 「福
祉 をひ との機能 の指 標」 とみ ることを強調 して いるbこ こでは福祉 は財 を市場
で選択 しただけでは充足 できないので あって
1)財 その ものの物理 的性質の うちに,も し有効 に利用 しうる機会 を得 たな
らば顕在 化 し うるで あろ う 「財の特性(または固有価 値)」の存在 を認 め る。
2)財 の特性 はその財 を有 効に消費 しうる人 間の手 で消費 され た ときには じ





をつ くりだす機 会 とな る,と い う点 を考慮 しなければ な らない。
例 えばパ ン とい う財 は人 間に栄養素 を与 え るとい う特性 や飲食 をす る集 りを
可能 にしてコ ミュニケーシ ョンをにな う,と かい った特性 をもつ。 この特性 は
個人 の側や社会の側 におけ る享 受能 力の差,つ ま り要 因の差に よって機能へ の
転換 の程度 に差が生ず る。 代謝 率の差や年齢,性 の差 などはパ ンの栄養素 の享
受 に よる機能 の発 揮に差異 をもた らす し,個 人が生活 にお ける社交 の状況 にお
いて直面 す る差異や家 族内の立場の相違 な どはパ ンの機能 の変 換に差異 をもた
らす であ ろうe)。
この よ うに見て くれぼ、 福祉 の向上 とは人 間の享受能 力 を高 めっっ.そ れ に
みあ う特性 を もつ財の供給 をお こない,個 人 間において.人間 としての生 きが い
を二 人の うち どち らが よりょく実現 してい るかを評価 し,比 較す る とい う過程
に他 な らない。 このよ うな福祉 観に もとつ く経済 学は経済学の方法論 をめ ぐる
経緯 や論 争において どの様 な位 置 を占め る もので あろ うか。 とりわけ現 代経済
学の基礎 とされて きた ケイ ンズ革命 の評価 におい て潜在能 力ア プローチは どの





把握 しようとする。 このようなアプローチは実は19世紀後半た台頭 したJ.ラ
スキンの経済学と類似 している。ラスキンもまた財の固有価値 と財の有効価値
(機能の発揮による使用価値)を 区別 し固有価値が有効価値 となるためには人
間の側における財の享受能力が不可欠であると考えていたのである7㌔セソは
6)同 上,42ペ ー ジ 。
7)J.Ruskin,M㈱θ川Pπ 勧θr細,SixEssaysontheElementsofPoliticalEconomy.1907.
Preface,ユ871,p.12.ジョ ン ・ラ ス キ ン著,木 村 正 身 訳 「ム ネ ラ ・プ ル ウ ェ リス ー 政 治 経 済





の原点に置こうとする発想である。従来の常識的な経済学方法論に お い て は
「生産を重視する経済学」 と 「消費を重視す る経済学」があって前者は経験と
実証を基礎とした演繹的な方法によって経済の法則を検出しようとし,後者は
規範的な研究方法によって消費者の選択行動がいかにして資源の最適な配分に










た りを挙げて次のように指摘 している。 「快楽 と苦痛,欲 望と失望は真剣な熟
慮な どを必要 とせずに生 じるだろうが,評価はそれとは異なり本質的に熟慮 に
基づ く活動なのである。評価,な かんず く機能の評価 に明示的に関心を集中す
ることにより,……福祉へのアプローチは,わ れわれの無批判的な(な んらか
の形式の効用に反映される)感 情や,わ れわれの(実 質所得に反映される)富
裕の市場評価 よりも,われわれの思想や内省に優先度を与えるのである。批判
的で内省的な社会的存在 としての人間に関心を集中する点において,私 のアプ
ローチは,ア リス トテレス,ス ミス,マ ルクスによらて先鞭をづけ られた哲学
8)こ の ような経済学 の体系化 については池 上惇 「経済学一 理論 ・歴 史 ・政策一 」青 木書店,
1991年,同「財政学一 現代財 政 システムの総 合的解明一 」岩 波書店.1990年,参照。.
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的立場 に深 く根差す もの とな る。」9}
セ ンが ここで指摘 してい るろ ミスやマル クスの哲学的立場 とは人 間が欲 求を
もつ存在 として行動 しようとす るとき,そ の欲求 を支 える動機 の うちには私益
の追 求 とい う出発 点か ら公 益や社会的 な利益 に基づ くものへ の発展 があ りうる
とい うこと,こ の ように人間 を把握す る ことによ って 「ひ とが実際 に達成 しう
る価 値あ る活動や生活状況 に即 してひ との生 き方の質 を判断す る」 ことがで き
るとい うことで あった107。
人間 の 「い きが い」 とそれ を財 の購 入に よって実現す る機会の ある ことが福
祉 である とい うのがセ ソの主張 なのであ るが,こ こで言われて い る財 の性質 は
市場 で購 入 しうる私的な財なのか,租 税 とひきか えに提供 され る公共 サー ビス
(公共 財)な のか,そ の両方 なのかは,い か よ うに も解 釈で きる。 ここでは一
応,私 的財 と公 共財の双方 を含む もの と考 えてお こう。 そ うなると財 の潜在 能
力あ るいは固有価値は単一 の財 につ いて も考 え る事 がで きる し,公 共財の よ う
な結合的 な財,あ るいは複合的 な財 について も考 える ことが 出来 よう1P。
経済学が1776年に公刊 され たア ダム ・ス ミス の著作 「国富論 または諸国 民の
富」 に よって,は じめて体系 的な思想 とな り経済理論 経済史,経 済 政策 を包
括す る科学 とな った ことは広 く認 め られて い る。彼 が構 想 した経済学 において
は経済 学の課 題は年 々の 国民1人 当た りの所得 を増 や して消 費 を豊か にす るに
は どうすれば よいか、 を考 え るとい うものであ った。そ して こ うす ることが人
人 の市民生活 におけ る経済的 自立 の基 礎を拡大 して人権 を保障 し民主主義社会
の基盤 を安定 させ ると彼 は主 張 してい る。つま り経済学は人権 の経済的基礎 を
解 明す る科学 であ って,そ のため には人 々が政府や独 占会社 によ って制約 され
ることな く,自 由に労働 してその成果 である生産物 を販売 しそれ らを貨 幣にか
g)A.Sen,OP.`飢前掲訳書,4ペ ージ。
10) 　ぺ 　ジロ　　ヒ　
11)公共財の齢 にあた 。ては 「供給}・おけ る結合性」 を呼ばれ る特別 な性質 が認め られ る・それ
は多 くの場合,各 種 のイ ンフ ラス トラクチ ャーに よって関連づ け られた財 の集合 体で あうて,そ
の便益は社会全体 に及び,非 排 除性 と非競 合性 をもつ。池上惇 「財政学」前掲書.第 一章 参照。
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え,そ の貨幣 で生計費 を支払 い,ま た翌年 の生 産のため の資本財 を買 う。 この
過程 を営業 とい う。 営業 とい うのは今 日い うビジネ スとい うのと基本印 に同 じ
意 味であるが彼 の時 代の営業 は労 働を伴 う営業が大部分 を占めて いて今 日のよ
うにモノや カネ を右 か ら左へ仲介 して値上が ゆ分で投機的利益 をあげ る,と い
った ビジネスば 「好 ま しくない」 ものであ って労働 に基づ く営業や 自由を妨げ
る もの と考 えられていた。 この よ うな考 え.方は 当時 の啓蒙主義者 たちの間 でひ
ろ く普 及 した思 想であ り,封 建的 な土地所 有者や国王か ら営業 の特権 をえて商
業 を独 占 し巨大 な富 を蓄 積 していた前近代的 な大商人 を 「不生産的 な階級」 と
して批 判 し,正 直に働 き公正 に商売 をおこな う勤労者 こそ 「生産 的な階級」 で
あ ると主張 されていた12)。これ を 「勤労倫理の思想」 と呼ぶ。
同 じビジネスであ って も勤労や労働 によ って新た な財 を社会 に もた らす ビジ
ネス と勤労や労働 を尊重せず勤労意欲 を損 わせ るよ うな投機 的 ビジネスを区別
し,前 者は人間の創意や工夫,判 断や熟練 を刺激 して人 間の諸機 能.思 考 力や
筋 力 を発達 させ ると考 えたこ とは ス ミスに代表 され る古 典経 済学 の基 本的 な特
徴 であった。セ ンが言 うところの`基 本的 な レベルにおいて,ひ とが実際 に達
成 しうる価 値 ある活動や生活状況 に即 して ひとの生 き方の質 を判断す るこ と'
とはこのよ うなス ミスの思想 を意 味す るであろ う18)。
ス ミスの経済学 は労働 に よって財産 を形 成 した人 々が 自由に営業 し,自 由に
職 業を選択 して市場 で財 を交 換 し,消 費者は よ り良 い財 を需要 し生産者 は よ り
安価 に財を供給 す るため に自由競争 を行 な う過程 を研究す る。 この 白山競 争社
会 では,私 的な所有権 が確立 していて分業 によって生産 され た財 の交換が行 な
われ,財 の価値 はその財 の生 産に あた って人間が支 出 した労働 の量 の大 きさに
従 って評価 され る(労 働 価値 説)。 労働 は人間 の行動 におけ る 倫理的 な価値 で
あ るだけでな くて生 産 された財の客観的 な評価 の基準で もある。.価格 の メカニ





ス ミスは 自由競 争の経済 システムが人 間の諸機能 の発達 に とってつねに プラス
面 だけ をもた らす とは考 えない。分業 の原理 はたいんに人々の才能 を開発 して
くれ るし財 の交換 のシステムは社会 の多様 な才能 の差異 を活用 して多様 な財 を
社 会 に もた らして,相 互 に才能 を理解す る雰囲気 をつ くりだす。 この社会 は才
能 の差異 を社会 の共 同資産 にす るとい う優 れた特徴が ある14)。しか し分業 は他
面 で人 間の能 力を一面 的に発達 させて単純 な繰返 しの作業 に人 間を とじ込 めて
しまい,社 会への関心 を失わせて人間 を孤立 させ 自由な判 断力を奪 って しま う
側面 もあ る6そ こで新.しい社会 にお いては自由競争 のための法 的なル ール をつ
くるだけで な く,基 礎的 な教養 をす べての青少年 に教 育す るために教育費 を社
会 が徴収 して政府 に支 出させ る必要 があ る。 さ らにス ミスは 自由競争のた めの
社 会的 なル ール をつ くり,あ るいは分業 の欠点 を是正 し うるよ うな社会のル ー
ル をつ くり,そ れ らを生活 のなかに生 か してゆ こう とすれば どの よ うな規模 と
内容 の政府 をつ くるのが適 当であ るあか,ま で を経済学の対象 として論 じ,最
後 に国際法 に よって各国政府の関係は どのよ うに調整 され るか,国 際 関係 のル
ールに よって 自由 な貿易が発展すれば それ は双方 に とって どの ような利 益 を も
た らすか,を 論 じてい る16)。
経済の うごきは人間 の諸機能 の発達 や障害 と緊密 に関わ ってい て,マ ル クス
もまた この問題 に対 して最 も早 く注 目した一人 であ り,と くに分業の発展や機
械制大工業 の分析 において人 間の諸機 能の発展や衰退の契機 に着 目していた16)。
ス ミス,マ ル クスに よるこれ らの着眼点 を経済学の発展過程 の画期 をなす ケイ
ンズ革命 は どの よ うに継承 したの であろ うか。 そ してセ ソ自身 は 自分 の経済学
を 」厚生経済 学'や 公 共経済 学の流れ のなかに位置付 けてい るので.新 しい厚
生 経済 学の方向 は どのよ うな ものかを検討 してみ よう。 つま りセ ソな どの財や









1一 般理論 にお け る期待 の理論一 経済 にお ける 「制御可能 な もの」 と 「制
御不可能 な もの」 との関係
1930年代 にケ インズが従 来の厚生 経済 学 な どの規範的経済学 に実証 的な方法
に よる再構成 を持込 みル規範 自体 の再検討が開始 された。 そ して従来 の 自由放
任主義 にかわ る新 しい規範 が完全雇用 として提起 され たのであ る。 これに よっ
て非 自発 的失業 などの実証研究の進展 とともに規範 自体 も変 化 しうることが証
明 され て実証分 析 と規範分 析は両立 しうる ことがあ きらか とな ったので あるが,
この点 はまた結論 の ところで立返 ろ う。
限界革命 を標 榜 したオ ース トリア学派や ローザ ンヌ学 派の経済 学 にたい して
第1次 大戦後 の代表的経済学者J.シ ュムペ ーターは 彼等 の経済学 は 経済 人 と
して行 動す る個人が中心 であ り生産者 であろ うと消 費者 であ ろ うと行 動 の原理
としては資源の節約 と貯蓄 を推進 し投 入 と産 出の増 加分 の比 率 を最大 にす るよ
う動機 づけ られ てい る もの と前提 した と指 摘 してい る。 シムペ 一夕ーは このよ
うな方法 を方法論的個人主義 と呼んでい る17)。
ケイ ンズ主義 の思想的 な背 景の ひとつ に20[堕紀 のか わ りめ.に登場 したア メ リ
カの制度学派が あ る。彼 等は経済 学の研究 にあた って,ヨ ーー ロ ッパ社会 の伝統
に基づ く方法 とは区 別 され る新 しい方法 を用いた。彼等 によれ ば社会 は有 閑階
級 と勤労者 階級 に分裂 し.ていて.社 会 の富 をつ くりだす のは勤労者階級 であ る
の に有 閑階級 は生産 の成 果 を占有 して社会 の富 を浪費 してい ると批判 す る。 彼
等 に よると有 閑階級 の富は資本や土地 の独 占か ら生れ た ものであ る。独占はア





正競 争 を制限 して機会 の均等 を破壊す る と考 えた彼 等は独 占禁止法 や公益事業
統制 論の主張 者 であ り実践者 で もあった。彼 等は人 間や資源や生産設備は,本
来 の潜在 能力 を もっていてそれ らを100%発揮 で ぎて こそ経済 は効率 的に 運 営
できる と考 えて機会費用 の計 算 を重視 し,潜 在 能力 を100%発揮 でき る経済 シ
ズテム とは どの ような ものか を構 想 した。財 を生産す る時,限 界利潤 が低減 し
限 界費用 が逓増 す る生産技 術の場合は生産規模 を一定以下 に制限 して大企 業 を
分 割 し競争条件 を整備 して営業 に於 け る機会 の均 等 を保障 すべ き もの と考 える。
反対 に限界利潤が逓増 し限界費用 が低減す る生産技術 の場 合 にば効率化の ため
に独 占を認 めてそのか わ りに原価 の公 開や公 益i事業委員会(消 費者代表,学 術
の専門家,経 営側,労 働側 な どの代表 による)に よる料金の統制 を義 務付 ける。
彼等 はまた株式会社 におけ る所有 と経営の分離 が進行 して経 営者 は次第に資本
所有者 の権 力か ら独立 して社会の要請 を受入れ て行 動す るよ うに なり,こ の要
因 によって も機 会の均等 に向 う傾 向が でて くる,と 考え頂いた。潜在 能力への
強 い関心,鋭 い浪費 の批判 と勤労 の尊 重,反 独 占の社会経済 シス テムによる機
会均等 の保障,こ れ らはアメ リカ制度 学派 の特徴で あった田)。企 業 な どの経済
主体が行動 する とき,主 体 ごとに行動 の動 機は異 なって いる。例 えば 私企 業は
利 潤動機,非 営利事業は協同的 な相互扶助 と公共 目的達成 政府 は公 共性 の実
現,大 学は情報 の生産 と公開 な どの動機 である。 どのよ うな 目的 を達 成 しよ う
とす るにせ よ,各 主体 の組織 を維 持 し発展 させ ようとすれば各主体が所有下 に
お いて いる各種 の資 源一 資金,土 地 建物,機 械,装 置 な どの出定資産 原材
料,燃 料 な どの在 庫,人 材,情 報 や経験の ス トック,他 の諸組織 や個人 との人
的 なネ ッ1・ワークな どを組織 の 日的 に した が.って結 合 し,そ の潜在 能力 を100
%生 か そ うとす る。組織 の指揮者 は資源 の性質 をよく知 り研 究 し実際 に活用 し
た経験 に もとづ いて資源 の各 要素 をコーデ.イネ イ トす る。 これ を仮 に 「仕事 お
こし」 と呼 んでお こう。
仕事 お こしが成功 す るか どうかは経済主体が 占有す る資源 の質 や量 に も依 存
18)A.G.Gruchy,TheModernEconomicThought:TheAmericanContribution.1947,
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す る し,ま た仕事の シス テムが合理的 か とか,構 成 者が密接 なコ ミュニケーシ
ョンによって指揮者 と協調 しうるか どうか など構成 者 にとって 「制御可能 な」
要 因 にかか って いる。同 時に仕事 お こしの成否 は,主 体 を取 巻 く外部 の市場や
文 化や制度 な どの環境要 因に も依 存 してい る。 これ らの要因 のなか には法律や
条令 のよ うに予測 の確実 な情報 もあ るが物 価や景気 の動 向や政治的異変 な どの
よ うに不確 実で制御不可 能 なもの もあ り,交 通事故 のよ うに制御 は困難 だがあ
る程度 の確 率で リス クを計算 できるた めに リス ク管理や保険 の対 象 とな るもの
もあ る。そ こで経済 主体 は これ らの環 境 で実際 に行動 してみた結果 か らえられ
た情報 を蓄 積 しておいて,多 様 な蓄積情報 のなかか ら直面 す る多様 な状況 に応
じて適 切 な情報 を取 りだ し,当 面 の 目標達成 のために 「制 御 可 能 な もの」 と
「制御 不可能 な もの」 との調整 をお こな う。
この調整 過程 を経済学 は どのよ うに取 り扱 うべ きか,を 解明 した学説 こそ ケ
インズ革命 であった。彼 は控 え 目な考察 なが ら経済 行動 の動機の検討 を経済学
的 な考察 と関連 づけよ うとす る19)。そ こでは用 心,深 慮 打算,向 上,独 立,
企 業,自 尊,貪 欲,享 楽,浅 慮,寛 大,誤 算,虚 飾,浪 費が挙げ られ ている。
周知 のよ うにケイ ンズは経済主体 を私企 業 におけ る投資家.家 計 における消
費者,両 者 の行動 を公共 的な立場 か ら調整す る政府,の 三つ に分類 してい る。
ここでは企 業におけ る投資家 を例 にあげてみ よ う。彼 は使用(者)費 用20),と
い う概念 を用 いて 「現在 と将来 を結ぶ連鎖 の一環」 を明 らか に しょ うとして雇
用量 を決定 しうる独 自の期 待産出高の概念 を定義 しよ うとしてい るが,こ の過
程 で 「制御 し うる もの」 と 「制御 できない もの」 との関係 は明瞭な形 をとって
くる。まず企業 におけ る投資家 は投資 しよ うとす るとき過 去の経験か ら1)確
ユ9)例 えば 」.M.Keynes,TheGeneralTheoryofEmployment,InterestandMoney,1936,
TheCollectedW【itingsofJohnMaynafdKeyne3,Vol.VII,1973,.PP.107.109,1.M.ケ
イ ンズ 著,塩 野 谷祐 一 訳 「雇 用 ・利 子 お よ び 貨 幣 の一 般 理 論」1983年.第1刷.第 九 章,工06-
108ペー ジ 参照0
20)usercostとい う概 念 を 使 用者 費 用 と訳 す るべ きか,使 用 費 用 と訳 す る べ きか に つ い て は宮 崎
義 一,伊 東 光 晴 両 教 授 に よ る厳 密 な 検 討 が あ る。 宮 崎 義 一,伊 東 光 晴 著 「ケイ ンズ 一 般 理 論 コ γ
メ ン タ ー ル」 日本 評 論 社,1964年,伊 東 光 晴 「ケ イ ンズ 」岩 波 書 店,1962年目
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実 に計算 で きる もの と,2)行 動 に危険 を ともな うが リス クを確率 的に計 算 で
きる もの と,3)予 測不 可能で あるが投資家 が期待 して行動せ ざるを えな い も
の,を 分け て考 える2D。
ケイ ンズの主張 の意味 を分 りやす く説明す るとすれば次の よ うになるであろ
う。あ る投 資家 があ る産業,例 えば鉄鋼業 にお いて企業 を経 営 し,固 定資本 を
形成 しようとす るとき彼は次 の三種類 の計算 を行 な う。
1)も しこの設備が全 く利用 され なか った とすれ ば年 間 どの くらいの コス ト
が必要かは従来 の経験か ら維持費用,金 利 負担 な どを考 慮 して計算すれば
ほぼ確実 に計算す る ことがで きる。
2)も し設備 が100%稼働 しないで40%,50%60%な どの 低水準 の稼働率
に止 ま った とす れば,設 備の遊休費用は どの くらいの負担 となって企業 の
経 営 を圧迫 す るかは企業 の リス クを管理す る立場か らすれ ば、 それ ぞれ の
稼 働率 に応 じて予測 し計算す るこ とが で きる。
3)投 資 家の立場 か らみ て予測不可能 な要 因は限界利 潤率,つ ま り,追 加的
な費用 の増加か ら得 られ る追 加的 な利潤 の増 加分であ る。 これ らは企業 に
とっては物価,景 気 の動 向,市 場 拡大の見通 し,な ど予測不可能 な要因 に
依存 していて,1),2)のコス ト要因が大 きい場合 には一層見通 しは立 て難
く,従 って投資 は困難 とな る。
そ こで投資 を引出す には物価や市場 の見通 しに確実性 を与 え る事 が必要 とな
り,市 場 に最 も大 きな影響 を与 える もの として消費者 が所得 の うち,ど れだけ
を消費す るか の意思決定 の要 因を分析せ ざ るを得 な くな る。消費は ケイ ンズに
よれば所得 の増加分 の うち どれ だけを消費 の増 加分 にあて るか,つ ま り,限 界
消費性 向に依存す る。不況 時に所 得を増 加 させ るには政府の公共投資 によ って
雇用 を拡大 し投資 の何倍かの所 得 を増加 させ るのが(乗 数効果)得 策 であ る。






ケインズの経済学方法論 においては不確実性と予想,お よび期待,期 待に影





2自 由放任 主義 によ る生 存競 争への批 判 と.機会均等社会 の再生
有 効需 要の原理 や流動性選好利子説の経済政策への適用 は 「完全雇用」 とい
う政 策 目標 と密接 に結 び付いていただけ でな くて所得 の再分配や資源 の最適 な
配分 な どの 目標 とも密接 に関係 して いて,い つれ も 「自由放任主義」へ の批判
と公共的 な政府の介入 を正 当化す る主張 であ った。同 時に これ らの主張 は生 産
設備や労働の もつ潜在能力 の評価 と潜在能 力を生 か し得 る社会 経済 システ ムへ
の関心 と潜在能力 を生 か し得ない当時の社会 経済 システ ム,つ ま り自由放任 の
社会 経済 システ ムにたいす る痛 烈な批判 を内包 していた。彼の 自由放任 主義 批
判は アメ リゥの制 度学 派 に1っ の基礎 を もっている。 ケインズは1925年に公表
した 「私は 自由党員か」 とい う小論 においてつ ぎのよ うに述べ ている。
「著名 なアメ リカの経済学者 コモ ソズ教授 は現在進行 中の経済 的移行期 の
性格 を,初 期 の段階 で早 くも認識 した第一人者 であ り……三 つの時代,二 つ
の経済秩序 を区分 して,わ れ われ がその第3の 時代に入込 もうとしてい ると
指摘 している。
第1の 時代 は欠乏 の時代 であ る。 ……15-16世紀までの世 界 …・・
第2の 時代 は豊 富の時代 であ る。.……17,18世紀……
今や第3の 時代・・・… コモ ソズ教授は,こ れ を安定化 の時 代 と よ び,.……
〔個 人の 自由は縮 小 され る。.この縮小 を強制す るのは.一 部分 は政府 の規制
であ るが,大 部 分は,製 造業者,商 人,労 働者,農 民,銀 行業者 な どの団体,
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会社,組 合,そ の他の集団的行動 に よる,非 公然.半 公然,公 然の協調 であ
るか,あ るい は調停 に よる協調 であ るか,い ずれ を問わず協調的 な行動 を媒
介す る経済的規制 であ る。〕」吻
1926年に公表 され た 「自由放任 の終焉」 においては ケインズは従来 の経済学
が前提 としてきた自由放任主義 を根底 か ら批判 してい う。
「経済学者 は,他 の科学 者 と同様,そ れが最 も事実 に近 いか らではな く.
単にそれ が最 も単純であ るとい うだ けの理由 で,仮 説 を選 んで.」きた。 完全
な自由競 争 こそ生 産資 源や消費財の理想的配分 を もた らす と考 え られた。 こ
れぽ 「誤 った方向 に行 動 した個人は,正 しい方向 に行動 した個 人に,競 争の
結果 倒され るとい うことにほか な らない。」 これは 効率 の劣る もの を破 産 さ
せて最 も効率の良 い ものだ けを残す とい う 「苛酷 な生 存競 争」 に よって利潤
をあげ るのに最 も成功 した 竜の だけ を上位 に押上 げ る方法 であ る。 「それは
生存競争 の過程で生 じて くる犠牲 な どには見 向 きもせず永 遠の もの とされ る
最終 結果 の便益だ けに注 目して い るのであ る。」鋤
ケイ ンズ によれば利潤 の極大化 や最適 な欲求充足 の達 成は従来 の自由放任 の
経済学が想定 した ように生存競争 か らは生 れ ないの であって,利 潤 の獲得 の機
会や消費者 の選択 の機会 が社 会に よって保 障 され なければ な らない。 これ らの
機会は 現代 の経済 においては従来の経 済学者が避 けて きた問題,独 占企業 と企
業結合 が取 引の平等 を妨 げ,無 知 が知 識以上 にはび こり,価 格 の変動 に対 す る.
需要 と供給 の調 整や需給 の変 動 にた いす る価格 の調整 が長 くかか りす ぎ,企 業
内部 の節約 が大規模 化 によって達 成 され,.コス トに占め る原価償却 費や設備の
遊 休費 用,一 般 管理 費 な どの共通費用が増大す る とき.生 産 の効率的な単位 が
大 きくなって消 費者 主権 による制御が 困難 となる,な どの問題 に よって著 し く
制 限 されてい る。強 権 によるこ とな く個人 の 自由な意思 決定 とコモ ンズのい う





分 政策,金 利生活者 のよ うな階級 に資金 の運 用を任 せないで本来の投資家が活
動 できるような金融環境 の整 備,政 府部 門 と私的 な独 占企業 を競争 させ て公正
な機会 を保 障す る政 策な どを実施 しなければ な らない。 このためにはス トック
の国有 化の よ うな市場 経済 と対立 しやすい方法 よ りは財政 や金融 の よ うな年 々
の流れ(フ ロー)に 介入 し,通 貨価値 の変動 に よって資 産の残 高に影 響 をあ た
えて経済行動の環境 を変化 させ,望 ま しい方 向に誘 導す るこ とがベ ターである
と考 えられた。
財政金融制度 の新 しい フレームワークによって生存競争 を社会的 に規制す る
シス テムをつ くりあげ,機 会 の均等 を回 復す ること,こ こにケインズ主義 の特
徴 が あ り.そ の 「革命」性 の根拠が あ るといわなけれ ばな らない。
3有 効需要の理論 と貨幣ス トックの独自の機能












わ らず投資の増加分は相対的に少 ない、その理 由は投資の決定要因としての市
場の確実な見通 しがあって有効需要が確保されていなければならないが消費の
伸 びの相対的な不足 と貨幣資産が社会に蓄積されてくると投資に慎重 となる傾
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と供給の不一致はかならず均等化され るとする 「セイ法則」が前提 とされて き
たためである、 しか しケインズによると市場 に於 ける価格の機能は もはや弾力
的ではないし,消費者の貯蓄の動機 と投資家の投資の動機 も全 く関係がないの
だか ら,この 「法則」は機能す るはずがない。従って価格が低下 して需給が均
衡す るとの期待は現実の失業によって労働供給が過剰な場合にもかかわらず貨
幣賃金が低下 しなかった り,不況にもかかわ らず財や原材料の価格が低下しな
かった りといった問題 に直面する。この結果,投 資家は市場の確実 な見通しが




資本ス トックが増大 し,これを所有者たち演安全に,高 い,確 実な利回 りで運
用 しようとしたり,リスクが大 きい状況だと判断すれば1い つでも現金化でき
る流動性の高い資産」を選択 してしまう場合 には,貯 蓄が国内投資にまわらず
海外投資や現金での保有におわってしまう傾向がある。 とくに景気の動向が不
安定なときには最 も流動性の高い現金への需要が増加 して,い わゆる 「流動性
選好」が強まるので投資よりも現金のまま保有する人が増えて資本市場への資
金の供給は不足 し利子率が上昇してなお一層,投 資は困難 となってしまう。そ
こで貨幣当局 としては通貨供給量を増加 して利子率を引下げるとともに.現 金
の貨幣価値が低下するだろうとい う心理的な予測をス トックの所有者にあたえ
て現金での保有 よりも投資を選択させる必要があう。 この場合貨幣制度は不換
紙幣制度 を採用 して金準備 と通貨 との兌換制度を停止 してお くと貨幣価値の低
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下 にたいす る関心 は一層 たか くな り,通 貨増発 にた いす る反応は速 くなるであ
ろ う、 したが って 「流動性選好 に よる利 子率の決定 の理論 と不換紙幣制度 の も
とでの通貨供給政策 の確 立」 は これ も消費者の行動 の動機 にまで立入 った ケイ
ンズ革命 の周知 の結論 で あった。 ケインズ革命 は潜在能 力ア プローチ と消費者
ま どの行動 の動機 に まで立入 るこ とによって達成 され ていたのであ る。セ ソは
潜在能 力ア プローチの先駆老 としてス ミス,マ ル クス とともにケ インズを挙げ
るべ きであ ったか も知れ ない。そ して生産設備 の遊 休費 用や失業の社 会的費用
についての ケインズの先駆者 であ るJ.M.ク ラークな どアメ リカ制度学派 の功
績 もまた評価 され るべきであろ う29。
IV厚 生経済学と公共経済学の新 しい課題
一 制御可能なものと制御不可能なものとの関係一
ケイ ンズ経済 学はマ クロ経 済学 の発展に貢献 した だけ では ない。現 代におい
て経済 の外部性 やイ ンフ ラス トラクチ ャーを重視す る厚生経済学.費 用便 益分
析論 ポス ト ・ケイ ンジ アソの経 済学,情 報や制度 の経済学 はその大部分 が何
等 かの意味 において ケイ ンズの方法論 を.継承 した。 それ は経済学 が 「制御 可能
な もの」 と 「制 御不 可能 なもの」 との調整関係 を問題 にするかぎ り.避 けては
通 ることの できない問題 をケインズが提起 していたか ら で あ る。1940年代に
N.ウ ィーナーが提起 した科学 方法論 の成果 であ るサ イバ ネテ ィクスの原 理 を
経 済学 に導入 して理解 してみ ると,こ の点 は一 層明瞭である。彼 は海 洋 を航海
す る帆船の例 を挙げ て人 間は ある地点 か ら他の地点への航海 とい う目標の達成
のため に確実 に制御 しうる船 の器 具,備 品,帆 などの熟 練 した操作 と制御不可
能 な風 潮流 台風 な どの研 究に よる知識 とを柁 く情報 の伝 達 によってエ ネル
ギーを制御 する シス.テム)に よる方向づけ によって結合 し船体 を制 御 し て い
る25)。経済 学の世界では 「制 御で きる もの」は企業 内の生産 システムであ り.
24)T.M.C1、tk,StudiesintheEconomicsofOverheadCosts,1923、加 藤 一 郎 「社 会 資 本 研 究 の
一視 角 一J .M.ク ラー クの オ ーバ ーヘ ッ ド ・コ.スト論 に つ い て」 経 済 論 叢III-4(1973年4月)。
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「制御 で きない もの」は価格 の変動や景気 の動 向や環境 の破 壊であ ろう。 この
両 者 を区別 しなが ら人間社会 の 目的 に応 じた規範 を設定 し,公 共 的 な意志決定
に よってイ ンフラス トラクチ ャーを用 いて方向づけ をお こない,そ れ に もとづ
い て 〔制御 出来 る もの〕 を基礎 に 〔制御 で きない もの〕 に挑 戦 し人間社会 を 目
標 に近づけ るのが,最 も必要 で もあ り,ま た,可 能 で もある。 このよ うにみれ
ぼ経済学 におけ る実証的 な研究 と規範 的な方法 とは反発すべ き性質 の ものでは
な くて相互 に補完 しあ う関係 が正常 なのであ る。
ここで人 間社会 の規範 とい うとき..その規範 が妥当か どうか は絶 えず再検討
の 余地 があ るし,消 費者 の主権 とい って もその 内容 の理解 はさまざまであろ う。
また消費者 の主権 だけではな くて生産 者の主権 や市民権 との調整 も問題 とな る
であろ う。 そ して人 間 にとって 〔正義 とは なにか〕 を問 うことが規範分 析にお
い ては究極 の問 題提 起 となるのでは あるまいか26>。
1980年代 に 「ケイ ンズは死んだ」 とい う議論が経済学会や ジ ャーナ リズ ムを
賑 わ した事 があ る。 この ときケインズ主義 は 「八一 ヴェイ ロー ドの前提」 にた
っていた,と してJ,M.ブ キ ャナン らによ って厳 しく批判 さ れ た。 この 「前
提」 とは有 効需 要 を補償 しよ うとす る主体 が実 は公平 で公 共的な政府であ ると
されてい るが,実 際 には公共的意思決定 の過程 には得票 の最大化 をめ ざす政治
家 や租 税 を自分 た ちの意 の盤 に使用 し.ようとす る一部 の官僚層が支配 してい て
浪 費や経費 の膨張 を進 めてい る,と い うものであ る。"の 批判は官僚制や容共
的意思決定 の問題 を経済学 の対 象に導入 して きた とい う意味 では重要 な内容が
あるが,経 済学 の方法 にたいす るケイ ンズの貢献 とい う点か ら見 る限 り,か か
る批判 に もかかわ らず,経 済 学上 の意義は偉大で あるといわ なければ な らない。
現代 の経済学 を以上述 べて きた ような潜在 能力 アプ ローチ によってその特徴
を整理す る とすれ ば次の ようにな るであ ろう。





場合 の財 ・人 ・環 境な どの 「便 益 と費用」 を,全 くそれ らを活用 しえなか
った場合 と比 較 して計算 し,資 源の潜在能力 を客観的 に評価 しようとす る。
これ らの資源 のなか には生産設備 のほか に人 的能 力をは じめ とす る人間 の
諸機 能の評価,財 その ものの もつ固有価値 の評価 土 地の潜在 力の評価 な
ど多 く経済的 な要 因が 含まれる。資 源の潜在 能力 を評価す るた めの計算方
法は周知 の機会費 用の計算 方法 であ る。財や資源 に潜在能 力を認 めて,現
在 の経済 システムが これ らの潜在 性 を生 かせ ない シス テムであ ることを示
し,潜 在 力を生か し うる新 しい シス テムを提案 し構築 す ることは現 代経 済
学の基本 的な特徴 とな って いる。現代 の経済学者 のなかで は ケ イ ン ズ と
A.セ ンが,こ の流 れ をひく代表 的 な経済 学者 である といえよ う。
2)リ ス クを過去 の経験 か ら確実 に予 測で きる場合 には稼働率 の変動 な
ど予測 しうるケースについて費 用 と便益の計算 をお こない,あ る意思決定
に ともな う経済的 行為,投 資,消 費,貯 蓄 などのプ ロジ ェク トを総合 的に
評価 す る。
3)不 確実性の高い状況が存在す る場合 には期待 や予測 が どの ような要
因 によって変 動す るか を分析 して,新 しい要 因 を見いだ し.そ の要因 を供
給 しうる主体が何 であるかを検討 し,そ の主体 が必要 な もの を どのよ うな
システムによ って供給 しうるかを考 える。
4)公 共 選択 に よって複数の公共サ ービス供給 システムの中か ら財 の潜
在能 力を生 か し,人 間の諸機能の発達 を保障 しうる最適 な ものを選択 す る。
このサ ービス供給 シス テムは一種 の結合財 あるいは複合財 であ って,か か
る財の性質や潜在能力 の研究 は今後 の経済学 におけ る基 本的な研究課題 と
なるで あろ う。
(1990.11.30)
